
1

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
■ 公平性
□ 持続可能性

■
□ 有効性
■ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

■
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート

413 施策 配慮が必要な子供・家庭への支援

ひとり親家庭等支援事業 枚のうち 枚目

施策コード

管理事業　　　　　　　　　　　　　　

評価対象年度 令和元年度

2

市民ニーズ、社会的役割

令和元年度の助成実績はないが、ひとり親家庭の経済的負担の軽減を図る
ために継続する必要がある。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

①
診断料助成事業（児童扶
養手当分）

子育て給付課
非課税世帯のひとり親等が児童扶養手当の支給認定時に診断書が
必要な場合に、診断書作成に係る自己負担相当額を助成する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

0
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・ひとり親家庭への経済的な支援の根幹となる事業で、ひとり親家庭の生活の安定と

自立の促進を図るためには、受給者への就業支援と合わせて事業を実施する必要が
ある。
・対象者は減少しているが、支給月の変更に伴い、一時的に事業費が増加している。
・養育費の未申告など手当の不正受給が行われないよう、申請時や毎年8月の更新時
において制度の周知・徹底が必要となる。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

② 児童扶養手当給付事業 子育て給付課
児童扶養手当法に基づき、18歳に達する日以後の最初の3月31日ま
での児童を監護・養育しているひとり親等に手当を支給する。

事業全体が法定
事務

（千円）

1,416,753
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

事業を効果的かつ効率的に行う観点から、母子福祉センターで行っている相
談事業や就業支援講座の開催については、ひとり親家庭自立支援事業など
の事業と統合するため、当事業は廃止する。

令和 元 年度

廃止

実施区分

③ 母子福祉センター事業 子育て給付課
母子家庭・寡婦の相談及びその自立に役立つ知識・技能等の習得す
るための講座を行う。

事業の一部が法
定事務

（千円）

2,740
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・母子家庭の早期の自立を目指すため、委託先の施設や関係機関との連携
の強化を図る必要がある。
・複雑な家庭問題等の相談に対応するため、研修を受講するなど相談員のス
キルの向上が必要となる。
・所得に応じて一部自己負担を求めており、公平性は保たれている。

令和 元 年度

継続

実施区分

④
市外母子生活支援施設入
所事業

子育て給付課
児童福祉法に基づき、経済的な理由やＤＶ被害などで児童の養育が
十分にできない母とその児童を母子生活支援施設に入所措置し、母
子の自立に向けた支援を行う。

事業全体が法定
事務

（千円）

8,440
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・一人でも多くのひとり親家庭の方が就職につながるよう、時代のニーズに
あった就業支援講座を実施するとともに、必要な家庭に必要な支援が届く総
合的、専門的な相談体制を構築する必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑤
ひとり親家庭自立支援事
業

子育て給付課
ひとり親家庭の自立の促進を図るため、ひとり親家庭相談等を実施
するとともに、自立支援給付金等を支給する。

事業の一部が法
定事務

（千円）

29,060
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割 ・助成件数は減少傾向にあるものの、経済的な理由により入院助産が受ける

ことができない妊産婦が安心して出産できるよう継続して事業を実施する必要
がある。
・所得に応じて一部自己負担を求めており、公平性は保たれている。
・加入している健康保険から出産育児一時金が支給される場合は対象外とし
ている。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑥ 助産施設事業 子育て給付課
経済的理由により入院助産を受けることができない妊産婦に対して、
入院出産に係る費用を助成する。

事業の一部が法
定事務

（千円）

3,300
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業名

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

所管室課

母子父子寡婦福祉資金貸付事業 子育て給付課

未婚の児童扶養手当受給者臨時・特別給付金事業 子育て給付課



2

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
■ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

□
□ 有効性
□ 効率性
□ 公平性
□ 持続可能性

上記以外の予算事業 ※　一般事務事業、還付・償還事業、繰出事業、昨年度で廃止した事業、指定管理者制度導入施設の管理運営事業などはこちらに記入。

管理事業　　　　　　　　　　　　　　ひとり親家庭等支援事業 2 枚のうち 枚目

第４次総合計画　管理事業を構成する予算事業の評価シート 評価対象年度 令和元年度

施策コード 413 施策 配慮が必要な子供・家庭への支援

市民ニーズ、社会的役割
・交通事故は突発性を有するため対象者数を予測することは困難であるが、
両親の一方が死亡または重度障がいとなり、経済的・精神的な不安を抱える
こととなった家庭を支援することで、児童の健全な育成に一定の効果があると
考えられるため、継続して事業を実施する必要がある。
・所得制限を設けて事業を実施している。

令和 元 年度

継続

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑦ 交通遺児手当支給事業 子育て給付課
交通事故により両親の一方が死亡または重度障がいとなった中学校
修了前の児童を養育する者に対して手当を支給する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

875
※課題があるものは■

事業名 所管室課

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・両親が死亡または重度障がいとなり、経済的・精神的な不安を抱えることと
なった家庭を支援することで、児童の健全な育成に一定の効果があると考え
られるため、継続して事業を実施する必要がある。
・所得制限を設けて事業を実施している。

令和 元 年度

継続

事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入） 実施区分

⑧ 遺児手当支給事業 子育て給付課
両親が死亡または重度障がいとなった中学校修了前の児童を養育
する者に対して手当を支給する。

市が独自に実施し
ている事務

（千円）

1,361
※課題があるものは■

今後の
方向性

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

・ひとり親家庭の方の経済的負担を軽減し、安心して医療が受けられるよう、
継続して事業を実施する必要がある。

令和 元 年度

継続

実施区分

⑨
ひとり親家庭医療費助成
事業

子育て給付課
18歳に達する日以後の最初の3月31日までの児童と、その児童を監
護・養育しているひとり親等に係る医療費の自己負担額の一部を助
成する。

事業全体が法定
事務

（千円）

168,010
※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑩

（千円）

※課題があるものは■

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑪

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

今後の
方向性市民ニーズ、社会的役割

令和 元 年度

実施区分

⑫

（千円）

※課題があるものは■

決算額（事業費）
評価の視点 事業自体の課題や対応状況・施策推進への貢献に関する課題

事業名 所管室課 事業概要（事業の具体的な内容を端的に記入）

所管室課事業名 所管室課 事業名


